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平成26年度　岡山大学教師教育開発センターの活動状況の概要
所在地：
　住　　　所 ： 〒 700-8530　岡山市北区津島中 3－ 1－ 1 （津島キャンパス）
   〒 703-8281　岡山市中区東山 2－ 17－ 4　（教師教育開発センター東山ブランチ）
　電話／ FAX ： 086-251-7728／ 086-251-7586（いずれも津島キャンパス）
　Ｕ　 Ｒ　 Ｌ ： https://cted.okayama-u.ac.jp/
　構成員：(平成 27年１月 31日現在 )
　　センター長 (併 ) 　　　　　教　　授　髙　塚　成　信　mkaga@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7670
　　副センター長 (併 ) 　 　　　教　　授　加　賀　　　勝　mitsuhir@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7730
　　副センター長 　　　　　　教授（特任）　山　根　文　男　 fumio@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7733
　　　教師教育開発部門　 　　　教　　授　髙　旗　浩　志　takahata@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7752
　　　教師教育開発部門 　　　准 教 授　稲　田　修　一　kashida3@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7731
　　　教師教育開発部門 　　　講　　師　三　島　知　剛　tmishima@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7722
　　　教師教育開発部門 　　　助　　教　後　藤　大　輔　d-goto@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7741
　　　　　教職支援部門 　　　教授（特任）　小　川　　　潔　kiyoshio@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7660
　　　　　教職支援部門 　　　教授（特任）　武　藤　幹　夫　butoh-m@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7660
　　　　　教職支援部門 　　　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ　小　林　清太郎　seitarou-koba@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7660
　　教職コラボレーション部門　教授（特任）　山根文男 ( 再掲 )　 fumio@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7733
　　教職コラボレーション部門　教授（特任）　江　木　英　二　egi-e@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7658
　　教職コラボレーション部門　教授（特任）　曽 田 佳 代 子　soda-k@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7653
　　教職コラボレーション部門　助　　教　後藤大輔 ( 再掲 )　d-satoh@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7741
　　理数系教員養成事業部門　　教　　授　山　﨑　光　洋　mitsuhir@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7730
　　理数系教員養成事業部門　　教授（特任）　平　野　和　司　hkazushi@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7609
　　理数系教員養成事業部門　　教授（特任）　荒　尾　真　一　arao-s@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7609
　　事務職員 　　佐々木雅徳，熊澤知子，福原香織，黒川奈穂子，吉岡史織
センターの概要
　当センターは，全学教職課程の企画・運営，教職支援活動を通して岡山大学における教員養成の質を保証
するとともに，学校支援・現職教員研修等の教師教育の研究開発と事業推進を目的として平成 22年 4月に
設置された。センターは教師教育開発部門，教職支援部門，教職コラボレーション部門，理数系教員養成事
業部門の 4部門から成り，全学教職コア・カリキュラムの研究開発，教職指導（教職支援・相談業務），県
下の協力校，教育学部附属学校園，教育委員会等，関連諸機関との連携協力事業，理数系教員養成事業等を
実施している。
学内での年間活動状況
a）センター主催・共催の研究会・研修会
　①センター企画講座「教師力養成講座」の開催
　【概要】
教職志望学生の「生徒指導力」「授業力」「教師力」「学校力」を高めることを目的として開講。
現役の校長等を講師として迎え，学校現場が直面している問題について基調提案をしてもらい，
それを踏まえて学生同士で議論をしていく。
(1)第 1回講座 (2014年 5月 21日実施 )　参加者 36名
テーマ：「どの子も参加でき、どの子もわかる授業」～ 特別支援教育の視点に立つ指導 ～
講　師：赤磐市立石相小学校　金光 一雄　先生
(2)第 2回講座 (2014年 6月 25日実施 )　参加者 20名
テーマ：「小中高等学校におけるキャリア教育」～ 現場からの問題提起 ～
講　師：岡山県立笠岡工業高等学校長　赤木 恭吾　先生
(3)第 3回講座 (2014年 7月 9日実施 )　参加者 92名
テーマ：「子どもの何を褒め、何を叱らなければならないのか」
～子どもたちは、優しくて厳しい先生を求めている～
講　師：岡山市立西小学校　高原 建裕　先生
(4)第 4回講座 (2014年 8月 6日実施 )　参加者 34名
テーマ：「多くの教師は、教師になって揺らぐ」～自分なりの教師像を創り出すために～
講　師：大津市立中央小学校　神田 豊　先生
(5)特別テーマ CST養成講座部門共同企画 (2014年 11月 5日実施 )　参加者 13名
テーマ：「授業を楽しむには！体験してわかる観察・実験！！」
～学習指導の苦手意識を克服する～
講　師：岡山大学教師教育開発センター　平野 和司先生
(6)第 5回講座 (2014年 12月 17日実施 )　参加者 32名
テーマ：「ICTを活用した授業づくり」～わかる授業の創造～
講　師：岡山市立開成小学校　山内 隆彦先生
(7)第 6回講座 (2015年 1月 14日 )　参加者 47名
テーマ：「『子どもたちにとって魅力的な授業』をどのように創り出せばよいのか」
講　師：岡山大学教育学部附属小学校　小野 桂先生
(8)第 7回講座 (2015年 2月 18日実施 )　参加者 38名
テーマ：「今、学校現場では、教師に何が求められているのか」
講　師：岡山市立岡山中央小学校　仲達 万弓先生
b)センター専任教員の全学教職課程・大学院教育への授業担当状況
　①全学教職課程への授業担当状況
○教育実習 I（観察・参加実習）○養護実習Ｉ（観察・参加実習）○教育実習 II（幼稚園教育実習基礎研究）
○教育実習 II（小学校教育実習基礎研究）１～４　○教育実習 II（中学校教育実習基礎研究）１～４
○養護実習 II（養護実習基礎研究）○教育実習 II（教育実習基礎研究）○教育実習 III（附属幼稚園実習）
○教育実習 III（附属小学校実習）○教育実習 III（附属中学校実習）○養護実習 III（附属・公立学校実習）
○教育実習 IV（中学校） ○教育実習Ｖ（高等学校）○教育の制度と社会５,６　○生徒指導論 IIＢ２
○教職論４，５　○教職実践演習（中・高）
　②大学院教育への授業担当状況
○学級・学年・学校経営の実践と課題　○学校危機管理の方法論
○特別活動とキャリア教育の実際　○授業実践におけるプレゼンテーション力
c)教職支援部門 ･･･ 教員志望学生に対する教員採用試験受験のための相談・指導業務
　教職相談室利用者数 (平成 26年 2月 1日～平成 27年 1月 31日 )
学部 大学院 その他
合計4年生 3年生 2年生 1年生 2年生 1年生 別科 / OB
利用者総数 3445 326 4 7 121 101 824 4828
新規利用者数 198 119 4 7 17 23 101 469
対外的な教育・研究活動状況
a)岡山県教育委員会との連携協力事業
　①教員養成に関する事項
　　　・県総合教育センターにおける研修講座の学生および大学教員への公開
　　　・現職教員等による教員養成への協力
　　　・「教師への道」インターンシップ事業
　　　・学生による学力向上の支援への協力
　　　・大学，大学院での教員養成カリキュラムの改善
　②教員研修に関する事項
　　　・いま進んでいる教育改革と家庭科
　　　・中・高等学校美術科の授業づくり
　③学校教育上の諸課題への対応に関する事項
　　　・「子どもほっとライン事業（子ども電話相談）」への多面的な連携協力
　　　・教職員のメンタルヘルス対策
　　　・高等学校における発達障害支援実践モデル事業
　④その他，両者が必要と認める事項
　　　・附属学校園を活用した研修講座の開催
　　　・県生涯学習大学（のびのびキャンパス岡山）連携講座の開設
b)岡山市教育委員会との連携協力事業
　①教員養成に関する事項
　　　・岡山市の教育施設における学校支援ボランティア事業
　　　・大学企画講座における学校長等の講演
　②教員研修に関する事項
　　　・中学校地区ではぐくむ！学力アップ事業
　　　・教育研究研修センターにおける教育研究・研修講座の指導・助言
　③学校教育上の諸課題への対応に関する事項
　　　・ＥＳＤ＝ユネスコスクール推進支援事業＝
　　　・大学生・大学院生との連携　
c)岡山県教育委員会・岡山市教育委員会等との合同による連携協力事業
　　　・理数系教員（ＣＳＴ）養成拠点構築事業
　　　・教員の資質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働の実現」事業
　　　・実践型社会連携教育におけるコーディネートシステム構築について
d)その他の研究活動
　①平成 26年度日本教育大学協会全国教育実習研究部門　第 28回総会・研究協議会
　　　・開催日：平成 26年 10月 17日（金）10:00～ 17:00
　　　・場　所：宮城教育大学
　　　・内　容：研究協議会Ⅰ，総会，研究協議会Ⅱ，総合協議
e)岡山県教育委員会・岡山市教育委員会等との合同による連携協力事業
　　　・理数系教員（ＣＳＴ）養成拠点構築事業
　　　・教員の資質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働の実現」事業
　　　・教員研修モデルカリキュラム開発プログラム
f )全国研究会への参加
　①平成 26年度　日本教育大学協会研究集会
　・開催日：平成 26年 10月 18日（土）9:20～ 17:30
　・場　所：仙台国際センター 
　・内　容：全体会，基調講演，シンポジウム，分科会（５分科会），ポスターセッション
　・研究発表：全学教職課程における「教職実践演習への取組」（3）
 －平成 25年度受講生アンケート結果による検討－ 
　・発表者：三島知剛講師
　②第 86回　国立大学教育実践研究関連センター協議会
　・開催日：平成 27年 2月 13日（金）10:30～ 17:00
　・場　所：東京学芸大学　南講義棟
　・内　容：総会，発表，報告，意見交換
外部資金導入状況
a)センター専任教員が研究代表もしくは研究分担者の科研費受給状況
①科学研究費補助金 基盤研究（Ｃ）「昼間定時制高校における協同学習を軸とした組織的授業改善の実証的研究」
高旗浩志（代表）
②科学研究費補助金 基盤研究（Ｂ）「中等国語科における生産的な読み手育成のための読解力・授業力診断表か
システムの開発」　高旗浩志（分担）
③科学研究費補助金 基盤研究（Ｃ）「学力として社会コンピテンシーを育成する授業診断シートとその活用法の
開発」　高旗浩志（分担）
④科学研究費補助金 基盤研究（Ｃ）「若手教員の育成プログラム開発および支援システム構築に関する総合的研
究」  高旗浩志（分担）
b)センター専任教員あるいはセンターとして受給した学内科研 ･･･ なし
c)センター専任教員あるいはセンターとして受給した外部資金導入
①平成 26年度総合的な教師力向上のための調査研究事業（教育課題に対応するための教員養成カリキュラム開発）
d)センター (専任教員 )が他のセンター (専任教員 )と連携して申請した科研費受給状況 ･･･ なし
e) GP等採択状況
①文部科学省特別経費事業 教員の質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働」の実現
－学校教育改善との連動で教員養成教育を進化させる－  平成 23-27年度
（岡山大学大学院教育学研究科と共同）　　　　　　　　 
将来構想
　平成 21年度文部科学省大学教育推進 GPに本学から申請した「総合大学が担う特色ある教員養成の質保証」の
採択を受け，従前の「附属教育実践総合センター」を改組し，全学組織として「教師教育開発センター」を平成
22年４月に設置した。現在，総合大学における特色ある教員養成の質を保証し，かつこれを高めるために，教育
行政・学校現場と連携した全学的取組体制を整備するとともに，全学教職コア・カリキュラムを構築しその運用
を進めている。併せて平成 22年度より採択の CST事業に基づき，理数系教員養成事業部門を立ち上げた。また，
教員養成教育に対する各課程認定学部の理解を深めるため，センターが実施主体となる「全学教職課程 FD研修会」
を定期的に開催している。併せて上記「外部資金導入状況」の「e)GP等採択状況」の①により，教育学研究科と
協働して，現職教員を対象とする「講師のためのスキルアップセミナー」ならびに「初任期教員対象  授業力パワー
アップセミナー」の企画・運営に取り組んでいる。これらをはじめとして，教育行政・学校・大学との連携・協
働に基づく様々な研修プログラムの研究開発・運営に取り組むこともセンターの重要な使命と捉え，次年度以降
も継続して実施していく予定である。
岡山大学教師教育開発センター紀要に関する要項
(趣旨 )
第 1条　この要項は，岡山大学教師教育開発センター
規程 (平成 22年岡大規程第 13号 )第 12条の規
定に基づき，岡山大学教師教育開発センター (以
下 「センター」という。)における紀要の刊行に
関し必要な事項を定めるものとする。
( 名称 )
第 2条　紀要の名称は，「岡山大学教師教育開発セン
ター紀要」(以下「紀要」という。)とする。
( 内容 )
第3条　紀要に掲載する内容は，主として教師教育 (教
員養成教育，現職教育 )及び教育実践に関する実 
践的・理論的研究とする。
2　執筆区分は，次の各号に掲げるとおりとし，未発
表のものに限る。ただし，学会等で口頭発表され 
たものは，この限りではない。
一　研究論文 
二　実践報告
三　研究ノート
四　資料等
( 発行 )
第 4条　紀要の発行は，原則として，年 1回とする。
( 紀要編集委員会 )
第 5条　紀要の編集のために，紀要編集委員会 (以下
「委員会」という。)を設ける。
2　委員会は，センターに所属する教員をもって構成 
する。
3　委員会は，原稿の掲載，執筆区分，掲載順序及び
体裁等の決定に係る業務を行う。
4　その他，委員会について必要な事項は，別に定め
る。
( 投稿資格者 )
第 6条　紀要に投稿することができるのは，次の各
号に掲げる者とする。
一　岡山大学 (以下「本学」という。)に所属す
る教員 (教育学部附属学校園の教員を含む。以下
「本学教員」という。)並びにその共同研究者
二　その他，委員会が認めた者
2　連名の場合，ファーストオーサーとなることがで
きるのは，本学教員のほかに，本学及び兵庫教育
大学大学院連合学校教育学研究科の大学院生 (修
了生を含む。)並びに本学の卒業生とする。
3　論文の投稿は，1人 3編以下とし，ファーストオー
サーは 1編以下とする。
4　特別寄稿は，委員会が認めた者に限る。
( 原稿執筆要領 )
第 7条　原稿執筆要領については，委員会にて別に
定める。
( 投稿原稿の提出 )
第 8条　投稿原稿の提出にあたっては，原稿執筆要
領に従い，別に定める投稿原稿提出書を添付し，
教育学系事務部 (以下「事務部」という。)に提
出する。
2　投稿原稿は，毎年 1月 7日 (当日が土曜日又は日
曜日の場合は翌勤務日 )までに事務部に提出する
ものとする。
( 校正 )
第 9条　校正は原則として二校までとし，執筆者の責
任において行うものとする。校正刷は，事務部を
通して受け取り，5日以内に校正を終え，事務部に
返却する。校正に当たって原文の変更は認めない。
( 著作権 )
第 10条　紀要に掲載された論文の著作権 (電子化・公
開化することを含む。)はセンターに帰属する。
( その他 )
第 11条　抜刷 (白黒印刷 )にかかる金額は論文 1編 
につき 30部までをセンター共通経費負担とする
が，これを超える金額については，執筆者負担と
する。
( 雑則 )
第 12条　この要項に定めるもののほか，紀要の刊行
に関し，必要な事項は，委員会において決定する。
附則 
この要項は，平成 22年 11月 29日から施行し，
平成 22年 11月 1日から適用する。
附則 
この要項は，平成 23年 8月 19日から施行する。
附則 
この要項は，平成 25年 9月 17日から施行する。
平成 22年 11月 29日
学 長 裁 定
改正　平成 25年 9月 17日
岡山大学教師教育開発センター紀要原稿執筆要領
1.原稿の書式
　和文原稿では，A4 判縦向き，横書き，9ポイント，
1ページ及び最終ページを別紙「和文原稿のレイアウト」
のとおりとし，その他のページを，23字× 45 行，2段
組，原稿末尾の英文表題等も含め 10 ページ以内とす
る。マ ージンは，上 30mm，左右・下 25mmとする。
　英文原稿の場合は，A4判縦向き，10.5ポイント， 
40行，1 段組，原稿末尾の和文表題等も含め 20 ペー
ジ以内とする。
　原稿は，すべてワードプロセッサで作成し，図表
や写真等は原稿に貼り付けて，完全原稿とする。
2.論文の体裁
　体裁並びに表記の順序は，次のようにする。
【和文原稿】※別紙「和文原稿のレイアウト」を参考
に原稿を作成すること。
(1)　1頁目には和文表題，和文著者名，和文要旨 (刷り
上り50×8行以内 )，日本語キーワード (5語以内 )，
所属機関名を順に掲載する。複数名が同所属機関
の場合は，所属機関名をまとめて記述する。
(2)　本文
章・節・項の見出しを付けて，読みやすく構成す
る。章はローマ数字 ( I，II，III…)，節は全角の
算用数字 (１，２，３…)，項は全角の括弧付き数
字 (（１），（２），（３）… )とする。
(3)　注は，執筆者の任意とする。 
(4)　参考・引用文献は，原則として，著者名，文献表題，
文献名，発行所，ページ，発行年を含めて表記し，
引用順，又は著者名のアルファベット順に並べ
て本文末尾に掲載する。
(5)　原稿末尾に，英文表題，ローマ字表記著者名，
英語キーワード（5語以内），所属機関名を必ず
表記する。なお英文要旨 (刷り上がり 10 行程度 )
を付けることが望ましい。
(6)　英文表題は，冠詞・前置詞・接続詞 (いずれも文頭
を除く )以外の全ての語の頭文字を大文字で書く。
(7)　ローマ字表記著者名は，「名前（頭文字のみ大文
字で後は小文字）+名字（すべて大文字）」で書く。
【英文原稿】
(1)　1頁目には英文表題，ローマ字表記著者名，英文要
旨 (刷り上り 10 行以内 )，英語キーワード（5語
以内），所属機関名を順に掲載する。英文表題の体
裁は，和文原稿の体裁 (6)を参照。複数名が同所属
機関の場合は，所属機関名をまとめて記述する。
(2)　本文　和文原稿の体裁 (2)を参照。
(3)　注は ,執筆者の任意とする。
(4)　参考・引用文献
和文原稿の体裁 (4)を参照。
(5)　原稿末尾に，和文表題，和文著者名，和文要旨 (刷
り上り 8行程度 )，日本語キーワード（5語以内），
所属機関名を必ず表記する。
3.提出物 
(1)　投稿原稿提出書
別添の「投稿原稿提出書」に必要事項を記入の上，
原稿を提出する封筒に貼付し，(2) 以下の「完全原
稿」と「原稿を納めた電子媒体」と併せて提出する。
(2)　完全原稿 (レイアウト済み ) 
図表や写真等が添付され，刷り上りと同じ体裁の
原稿とする。図表や写真等を挿入する際には，
ファイルの本文中に組み込むか，適当な大きさ
に縮小して貼り付けること (ヘッダとページ番
号の挿入は編集委員会で行います )。
(3)　原稿を納めた電子媒体 (CD-R，DVD-R また
は USB メモリ等 )
以下のような保存文書ファイルを「最終原稿」とし
て提出する。ファイルの保存形式は，MS-Word 
文書形式 (*.doc または *.docx)とする。
①「最終原稿」に図表や写真等の割付位置を明示
しているだけの場合 (=打ち出し原稿に貼り付け
る場合 )は，その図表や写真等のデータファイ
ルを別に添付すること。
② 図表や写真等について，より鮮明な印刷を希望す
る場合は，そのデータファイルを別に添付すること。
③ 図表や写真等は，特に希望しない場合，白黒印
刷となるので留意すること。カラー印刷を希望
した場合に発生する差額は執筆者負担とする。
注 1 特殊な外字等を使用している場合は ,拡大文字で
印刷し ,最終原稿上にその場所を明示して下さ
い。また数式に使用する文字・記号は明瞭に記
載して下さい。 
注 2 原稿を上記形式 (*.doc または *.docx)に変換でき
ない場合は ,打ち出した完全原稿のみを提出く
ださい。この場合は ,編集はすべて執筆者にお
願いすることになります。
注 3 原稿を納めた電子媒体 (CD-R,DVD-R または 
USB メモリ等 )を郵送する場合 ,ディスクの保
護に留意してください。
